
（１）　歳入の状況 （単位：千円、％）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率

地方税 826,334 15.2 △ 3,984 △ 0.5 830,318 14.9 21,843 2.7

地方譲与税 60,899 1.1 1,029 1.7 59,870 1.1 1,872 3.2

各種交付金 239,054 4.4 8,433 3.7 230,621 4.1 3,644 1.6
うち地方消費税交付金 197,247 3.6 △ 1,000 △ 0.5 198,247 3.5 737 0.4

地方特例交付金 4,582 0.1 △ 244 △ 5.1 4,826 0.1 △ 8,921 △ 64.9

地方交付税 2,571,545 47.4 19,688 0.8 2,551,857 45.7 △ 88,211 △ 3.3

使用料・手数料 28,568 0.5 △ 5,210 △ 15.4 33,778 0.6 △ 1,911 △ 5.4

国庫支出金 565,642 10.4 △ 212,294 △ 27.3 777,936 13.9 △ 258,793 △ 25.0
うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 180,669 3.3 △ 66,714 △ 27.0 247,383 4.4 72,619 41.6

都道府県支出金 296,765 5.5 △ 33,738 △ 10.2 330,503 5.9 △ 19,784 △ 5.6
うち新型コロナウイルス対策に係るもの 0 0.0 △ 3,271 △ 100.0 3,271 0.1 1,238 60.9

繰入金 54,826 1.0 △ 55,098 △ 50.1 109,924 2.0 61,338 126.2

繰越金 217,400 4.0 △ 25,822 △ 10.6 243,222 4.4 52,079 27.2

地方債 226,300 4.2 127,500 129.0 98,800 1.8 △ 241,100 △ 70.9
うち臨時財政対策債 16,100 0.3 △ 19,100 △ 54.3 35,200 0.6 △ 64,800 △ 64.8
うち歳入欠かん等債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他 330,447 6.1 13,142 4.1 317,305 5.7 △ 30,916 △ 8.9

　 うち諸収入中貸付金元利収入 5,064 0.1 0 0.0 5,064 0.1 0 0.0

歳入合計 5,422,362 100.0 △ 166,598 △ 3.0 5,588,960 100.0 △ 508,860 △ 8.3

うち一般財源 3,621,774 66.8 △ 90,918 △ 2.4 3,712,692 66.4 △ 134,573 △ 3.5

（特徴点）

（注）1 「各種交付金」には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金

       、自動車取得税交付金、自動車税環境性能割交付金及び法人事業税交付金の合計額を計上してください。

      2 「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めた額を計上して下さい。

      3 「うち一般財源」には、地方税、各種交付金（注１参照）、地方譲与税、地方特例交付金等及び地方交付税の合計額を計上してください。

      4 決算額は、調査表04表及び05表の該当個所に記入した数値を集計し、千円単位で記入してください。

　　　　   5  特徴点は、増要因及び減要因のそれぞれについて主なものを具体的に記入してください。なお、構造的なもの、単年度限りのものも含めて詳細に記入してください。

団体名

市決 2

１　令和5年度決算の特徴

令和5年度 令和4年度

御浜町

・地方税：固定資産税（△4,852千円）が減少。
・地方交付税：普通交付税（+28,665千円）が増加。
・国庫支出金：子育て世帯への臨時特別給付金事業費補助金（△97,017千円）、道路メンテナンス事業補助金（△16,854千円）が減少。
・都道府県支出金：農業次世代人材投資資金（△9,388千円）及び選挙委託金（△7,208千円）が減少。
・繰入金：財政調整基金繰入金（△50,000千円）が皆減。
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（２）　目的別歳出の状況 （単位：千円、％）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率

議会費 63,025 1.2 △ 1,084 △ 1.7 64,109 1.2 60 0.1

総務費 789,567 15.1 30,461 4.0 759,106 14.5 △ 25,456 △ 3.2

民生費 1,735,969 33.3 86,060 5.2 1,649,909 31.5 △ 103,184 △ 5.9

衛生費 558,513 10.7 △ 18,061 △ 3.1 576,574 11.0 △ 17,979 △ 3.0

労働費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

農林水産業費 309,914 5.9 △ 7,460 △ 2.4 317,374 6.1 △ 40,761 △ 11.4

商工費 100,438 1.9 △ 158,243 △ 61.2 258,681 4.9 81,730 46.2

土木費 436,729 8.4 34,413 8.6 402,316 7.7 △ 229,968 △ 36.4

消防費 314,926 6.0 70,185 28.7 244,741 4.7 △ 72,264 △ 22.8

教育費 378,797 7.3 △ 3,596 △ 0.9 382,393 7.3 27,661 7.8

災害復旧費 13,597 0.3 11,359 507.6 2,238 0.0 △ 4,604 △ 67.3

公債費 517,579 9.9 △ 56,540 △ 9.8 574,119 11.0 11,727 2.1

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 5,219,054 100.0 △ 12,506 0.0 5,231,560 100.0 △ 373,038 △ 6.7

（特徴点）

（注） 1 決算額は、調査表07～13表の該当個所に記入した数値を集計し、千円単位で記入してください。

団体名

市決 3

・総務費：庁舎修繕費（1,326千円）、報償金(弁護士）（1,100千円）、公共交通支援負担金（4,281千円）が増加したためである。
・民生費：保育業務支援システム構築委託料（4,347千円）、子育て支援室運営委託料（11,017千円）が増加したためである。
・衛生費：新型コロナウイルスワクチン接種事業（△20,097千円）が減少したためである。
・農林水産業費：農山漁村振興交付金事業委託料（△9,000千円）が減少したためである。
・商工費：商品券発行事業補助金（△125,180千円）、商工会館感染予防環境整備支援補助金（△6,667千円）が減少したためである。
・土木費：社会資本整備総合交付金事業（56,244千円）が増加したためである。
・消防費：防災行政無線サーバー更新委託料（71,430千円）が増加したためである。
・教育費：中央公民館トイレ改修工事事業（△20,507千円）が減少したためである。
・災害復旧費：台風（7号）による災害復旧事業（11,359千円）が増加したためである。

１　令和5年度決算の特徴（つづき）

令和5年度 令和4年度

　　   　 ２  特徴点は、増要因及び減要因のそれぞれについて主なものを具体的に記入してください。なお、構造的なもの、単年度限りのものも含めて詳細に記入してください。

御浜町
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（３）　性質別歳出の状況 （単位：千円、％）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 2,177,058 41.7 △ 130,771 △ 5.7 2,307,829 44.1 △ 132,678 △ 5.4

人件費 1,209,253 23.2 150 0.0 1,209,103 23.1 9,950 0.8

605,087 11.6 △ 21,581 △ 3.4 626,668 12.0 △ 5,007 △ 0.8

うち基本給 394,895 7.6 △ 19,030 △ 4.6 413,925 7.9 4,994 1.2

うちその他の手当 210,192 4.0 △ 2,551 △ 1.2 212,743 4.1 △ 10,001 △ 4.5

うち退職金 92,749 1.8 9,447 11.3 83,302 1.6 △ 2,517 △ 2.9

扶助費 450,226 8.6 △ 74,381 △ 14.2 524,607 10.0 △ 154,355 △ 22.7

公債費 517,579 9.9 △ 56,540 △ 9.8 574,119 11.0 11,727 2.1

投資的経費 572,145 11.0 178,393 45.3 393,752 7.5 △ 346,857 △ 46.8

普通建設事業費 502,634 9.6 111,120 28.4 391,514 7.5 △ 342,253 △ 46.6

178,681 3.4 △ 25,077 △ 12.3 203,758 3.9 △ 289,805 △ 58.7

323,953 6.2 182,357 128.8 141,596 2.7 △ 68,480 △ 32.6

その他の経費 2,469,851 47.3 △ 60,128 △ 2.4 2,529,979 48.4 106,497 4.4

うち物件費 873,669 16.7 115,522 15.2 758,147 14.5 △ 3,726 △ 0.5

うち補助費等 827,433 15.9 △ 203,742 △ 19.8 1,031,175 19.7 161,066 18.5

うち積立金 71,746 1.4 △ 130 △ 0.2 71,876 1.4 △ 47,189 △ 39.6

うち貸付金 43,780 0.8 43,780 0.0 0 0.0 0 0.0

うち繰出金 617,418 11.8 28,639 4.9 588,779 11.3 △ 923 △ 0.2

歳出合計 5,219,054 100.0 △ 12,506 △ 0.2 5,231,560 100.0 △ 373,038 △ 6.7

（特徴点）

（注） 1 「うち補助事業費」には、受託事業費のうちの補助事業費を含めてください。
2 「うち単独事業費」には、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含めてください。
3 決算額は、調査表13表、14表及び15表の該当箇所に記入した数値を集計し、千円単位で記入してください。
4 特徴点は、増要因及び減要因のそれぞれについて主なものを具体的に記入してください。なお、構造的なもの、単年度限りのものも含めて詳細に記入してください。
5 「うち物件費」の特徴点は必ず記入してください。
6 「公債費」の特徴点には、繰上償還及び参考として借換債についても記入してください。

団体名

市決 4

うち単独事業費

御浜町

・義務的経費
　人件費：会計年度任用職員（パートタイム）報酬及び期末手当（＋5,403千円）、退職金（9,447千円）が増加したためである。
　扶助費：【電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業）（△68,950千円）が皆減したためである。
　公債費：一般単独事業債（△56,540千円）の償還金が減少したためである。

・投資的経費（普通建設事業費）
　補助事業費：土地改良施設維持管理適正化事業（△9,558千円）、道路メンテナンス事業（△14,130千円）が減少したためである。

・その他の経費
　物件費：防災行政無線サーバー更新委託料（71,430千円）、子育て支援室運営委託料（11,017千円）、DX推進関係システム構築委託料（18,833千円）が
増加したためである。
　補助費等：商品券発行事業補助金（△125,180千円）、商工会館感染予防環境整備支援補助金（△6,667千円）が減少したためである。
　貸付金：水道事業会計出資金（43,780千円）が皆増したためである。

１　令和5年度決算の特徴（つづき）

令和5年度 令和4年度

うち職員給

うち補助事業費
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２　普通建設事業費の動向について

○補助事業 ○単独事業

（単位：千円） （単位：千円）

令和5年度 令和4年度 増減額 令和5年度 令和4年度 増減額

1 社会資本整備総合交付金事業 38,650 30,495 8,155 1 緊急自然災害防止対策事業(農業用施設・林道) 59,757 0 59,757

2 農山漁村地域整備交付金集落基盤整備事業 92,888 87,844 5,044 2 中学校維持管理費　下水道工事費 17,625 0 17,625

3 町営住宅整備事業費 17875 17075 800 3 高千良ホール改修工事 11,905 0 11,905

0

1 道路メンテナンス事業 29,268 58,776 △ 29,508 1 中央公民館トイレ洋式化工事 0 22322 △ 22,322

2 蓑の池補修工事事業 0 9,568 △ 9,568 2 消防ポンプ自動車整備事業 0 16,400 △ 16,400

3 3 保育園移転予定地施設解体工事 0 15,101 △ 15,101

178,681 203,758 △ 25,077 89,287 53,823 35,464

（注）１　基本的に１か所において実施された事業のうち主なものを記入し、例えば街路事業費といった計上のしかたをしないでください。

　　　２　補助事業費総額には、受託事業費のうちの補助事業費を含めてください。

団体名

市決 5

事業費 事業費

（増加に寄与した主なもの） （増加に寄与した主なもの）

（減少に寄与した主なもの） （減少に寄与した主なもの）

補助事業費総額 単独事業費総額

御浜町
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３　基金現在高の推移について
（単位：千円）

特徴点（増減理由等）

４　公債費の動向について
（単位：千円）

団体数 借換額 団体数 借換額

市決 6

区分 令和5年度末残高 令和4年度末残高 増減

財政調整基金 1,581,392 1,440,285 141,107

減債基金 353,898 353,744 154

その他特定目的基金 646,159 620,692 25,467

合計 2,581,449 2,414,721 166,728

（注）　特徴点（増減理由等）は、増減の主な要因について具体的に、構造的なもの、単年度限りのものも含めて記入してください。

財政調整基金については、令和４年度決算に伴う歳計剰余金処分による積立て及び運用益分の増加となった。

減債基金については、運用益分の増加となった。

その他特定目的基金については、定期預金の運用益増加分よりも取り崩し額が上回ったため、全体で減少している。

令和5年度 令和4年度

借換額総額

団体名 御浜町

団　体　数


